
４　主要事業一覧

1

[110501][110502][110503]
[110504]

河川課 R４要求
[債務負担行為額]

2

[110601]

砂防課 R４要求
[債務負担行為額]

3

[110601]

砂防課 R４要求
[債務負担行為額]

　　　　・再度災害防止のための改良復旧等のハード対策
　　　　・県有施設における地下貯留浸透施設の設置
【創】  ・県有施設における雨水貯留タンクの設置
【創】　・事務所や家庭で行う雨水貯留に関する普及
　　　　・浸水想定区域図の作成等

　　　　・要配慮者利用施設の保全対策 (全55施設)
　　　　・木造１階建ての児童・老人福祉関係施設の保全対策（全69施設）
　　　　・避難所の保全対策 (全57施設)

（別紙２）

*避難所対策施設着手数:48（2021年度）→57（2022年度）

*再度災害を防止する砂防事業の新規着手数： 4（2022年度）

要配慮者利用施設・避難所
を守る土砂災害対策事業費

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
（＊は成果目標）

土砂災害特別警戒区域等に立地する要配慮者利用施設や避難所を守るた
め、ハード対策とソフト対策の両面から土砂災害対策を推進します。

*既存堰堤の機能増進新規着手数： 2（2022年度）

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業

建設部

4,844,853 R３当初 3,639,715
[7,685,000]

1,111,760 R３当初 815,360

*下流河川に甚大な影響を及ぼす地すべりを防止する事業： 2（2022年度）

◎ 災害等に強い県土づくり

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

流域全体で取り組む総合
治水対策事業費

災害が頻発・激甚化している現状を踏まえ、災害を未然に防止するための対
策を集中的に実施するほか、国・市町村との連携による「流域治水プロジェク
ト」を推進します。

*県有施設における雨水貯留タンクの設置：98基（2022年度）

*浸水想定区域図の作成：6河川（2022年度）　※ 参考：R3国補正対応予算 103河川想定

*再度災害防止のための改良復旧：5か所（2022年度）

流域を保全する土砂災害対
策事業費

*要配慮者利用施設の保全対策完了数:50（2021年度）→55（2022年度）

*木造１階建児童・老人福祉関係施設対策着手数:61（2021年度）→69（2022年度）

[790,000]

6,200,584 R３当初 4,514,731
[7,490,000]

令和元年東日本台風による土砂災害等、近年激甚化している災害を踏まえ、
土石流や流木対策に加え、再度災害防止のための緊急土砂災害対策、除石
等による既存堰堤の機能増進等、流域を保全する土砂災害対策を推進しま
す。



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
（＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

4

[110302][110501][110601]
[110702][110901]

R４要求

5

[110402]

道路建設課 R４要求
[債務負担行為額]

6

［110601］

砂防課 R４要求

7

[110802]

建築住宅課 R４要求

　　　　・道路施設 ： 舗装、橋梁、トンネル等の修繕
　　　　・河川施設 ： ダムやその周辺施設等の修繕、改良・更新
　　　　・砂防施設 ： 砂防堰堤の緊急改築等
　　　　・公園施設 ： 老朽化施設の改築・更新
　　　　・県営住宅 ： 建物・設備類の計画的な修繕

　　　　・戸建住宅等の耐震診断、耐震改修への補助（耐震改修限度額100万円）
　　　　・耐震化の普及啓発を実施する市町村支援と県主体の出張講座の実施
　　　　・改修事業者の技術力向上のための講習会の実施（改修事業者リスト化）

住宅・建築物耐震改修総合
支援事業費

赤牛先生による地域での
防災教育事業費

地域防災力向上のため、砂防ボランティア協会との連携により「赤牛先生
※

」を
公民館等に派遣し、土砂災害や水害を「我が事として捉える防災意識」を醸成
するとともに、地区防災マップの作成等、住民の自主的な防災活動を促進しま
す。

　※赤牛先生･･･
　　　　各地に語り継がれる「赤牛伝説」は水に関係する話が多く、その地域特有の
　　　　災害への忠告であるともいわれていることから、防災教育の講師を「赤牛先生」
　　　　と呼んでいます。

道路管理課
河川課
砂防課
都市・まちづくり課
公営住宅室

1,581 R３当初 1,665

12,679,619

*公民館（本館）向け防災講座実施数： 63回（2022年度）

*要配慮者利用施設管理者向け防災講座実施数： 9回（2022年度）

住宅や避難施設となる建築物等の耐震化を促進するため、市町村と協調し、
住宅・建築物の所有者が行う耐震診断・改修を支援するとともに、耐震改修に
携わる施工者及び設計者の技術力向上を図るため、講習会等を実施します。

*危機管理部や健康福祉部との連携による災害時住民支え合いマップと地区防災
マップの作成: 15市町村（2022年度）

84,100 R３当初 88,999

社会基盤施設の老朽化に対応するため、各施設における長寿命化計画に基
づき、予防保全による適正な維持管理を行い、安全で安心な暮らしを確保す
るとともに、長期的な視点でのライフサイクルコスト縮減に取り組みます。

*住宅の耐震化率： 86.8％（2021年度見込）→88.0％（2022年度）

R３当初 11,913,758

災害時における道路の迂回
機能強化事業費

　　　　・「伊那木曽連絡道路（姥神峠（延伸）工区）」整備
　　　　・「木曽川右岸道路」整備　　等

2,419,000 R３当初 0
[3,035,000]

災害等により、県内の高速道路や主要な幹線道路に長期の通行止めが発生
した際、緊急車両の通行確保や物流を含めた道路利用者への影響を最小限
にするため、迂回機能の強化を図ります。

長寿命化計画に基づいたイ
ンフラの適正管理事業費



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
（＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

8 克雪住宅普及促進事業費
[110802]

建築住宅課 R４要求

9

[110302]

道路管理課 R４要求

10

[110302]

道路管理課 R４要求

11

[110302]

道路管理課 R４要求

*道の駅リニューアル実施箇所: 14か所（2022年度）

207,696 R３当初

R３当初 1,062,170

*無電柱化事業の推進・着手: 15.3km（2019年度→2022年度）

◎ 人をひきつける地域づくり

「道の駅」整備・リニューアル
事業費

*克雪住宅整備戸数： 27戸（2022年度）

640,805

児童・生徒を交通事故から守るため、平成24年度及び令和３年度に実施した
緊急合同点検結果等に基づき、早期に対応が必要な車止めポストや歩道の
設置等を実施します。

1,965,471

安全で快適な通行空間の確保、魅力ある観光地域の景観形成、地震などの
災害時における円滑な輸送・避難空間の確保を図るため、電線管理者等の合
意に基づいた無電柱化推進計画により、無電柱化を推進します。

　　　　・（一）旧軽井沢　軽井沢（停）線　軽井沢～東雲交差点　他

「道の駅」におけるトイレの洋式化やバリアフリートイレの改修等を進め、観光
拠点としての利便性向上やイメージアップを図ります。

　　　　 ・(国）148号　白馬村　道の駅白馬　他

231,460

通学路等の交通安全対策
推進事業費

電柱のない安全で快適な道
づくり事業費

5,634 R３当初 6,708

R３当初 1,263,836

*平成24年度緊急合同点検に基づく要対策箇所の対策完了数:全 546箇所
                                                                               （2022年度）
*令和３年度緊急合同点検に基づく要対策数: 全629箇所のうち、用地買収等を伴
わない、即効性の高い箇所の対策を実施（2022年度）
　※ 上記以外の箇所は、できる限り早期の完了を目指し計画的に推進

特別豪雪地帯の雪下ろしの負担を軽減し、作業中の転落事故を未然に防ぐ
ため、市町村が行う住宅の克雪化の支援に対し、県がその費用の一部を補助
します。

＜補助率について＞

補助率1/5（1/4）

限度額60万円（75万円）

補助率1/5（1/4）

限度額45万円（55万円）

補助率1/2

限度額8万円

※( )内は高齢者世帯等に対して適用する補助率・限度額

・自然落雪型（改修のみ）

・雪下ろし型（改修のみ）

・融雪型（新築、増築、改築、改修）



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
（＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

【地】

12

[110302]

道路管理課 R４要求

13

[110801]

建築住宅課 R４要求

14

[110701]

都市・まちづくり課 R４要求

【新】

15

[110701]

都市・まちづくり課 R４要求

　　　　・諏訪湖周サイクリングロードの整備

　　　　・矢羽根型路面表示
※

の設置　等

　　　　※ 自転車の通行位置・方向を示すため車道路肩に表示するマーク

　　　　・まちづくり支援（地域に応じた都市デザイン・マネジメント）
　　　　・まちづくりセミナー（人材育成）の開催
　　　　・信州のまちづくりに係る情報発信

　　　　・コンパクト+ネットワークを推進するにあたり、市町村にウォーカブル
　　　　　なまちづくりの効果を示すための社会実験
　　　　・信州まちなかグリーンインフラ推進計画に基づく協議会運営(ゼロ予算)

　　　　※ この他、補助公共事業において、公園駐車場緑化事業を実施

　　　　・専門家の派遣による、建物調査及び再生方法の提案
【拡】  ・活用希望者とのマッチング支援及び再生提案等に基づく改修補助
　　　　・古民家再生支援協議会の運営

古民家の修繕・再生や維持管理方法の提案、活用希望者とのマッチング支援
や改修費用の一部補助等の取組により、古民家の活用や地域活性化を図りま
す。

3,000 R３当初 0

ウォーカブルなまちづくりやグリーンインフラの導入などを積極的に推進し、快
適で賑わいのあるまちづくりに取り組みます。

3,307 R３当初 1,803

世界水準の山岳高原リゾートを実現する重要なコンテンツとして、自転車の活
用による地域づくりを進めるため、自転車通行空間を整備します。

485,000 R３当初 549,376

◎ 賑わいのあるまちづくり

「Japan Alps Cycling（ジャパ
ン アルプス サイクリング）」
ブランド構築事業費

R３当初 20,844

*市町村との協働のまちづくり実施件数： 28件（2022年度）

*コンパクトシティ形成に取り組む市町村数：13市町村（2022年度）

快適で賑わいのあるまちづくり実現のため、公・民・学が連携し、それぞれの得
意分野やネットワークを活かし、多彩な視点から、市町村と協働してまちづくり
を推進します。

ふるさと古民家再生支援
事業費

信州まちなか快適空間創出
事業費

*古民家調査件数: 10件（2022年度）

*古民家再生提案件数: 2件（2022年度）

*自転車通行空間の整備延長: 25km（2017年度）　→　180km（2022年度）

*信州回帰古民家再生支援件数: 1件（2022年度）

信州地域デザインセンター
（ＵＤＣ信州）事業費

19,317



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
（＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

16 空き家適正管理促進事業費
[110801]

建築住宅課 R４要求

17

[110801]

建築住宅課 R４要求
[債務負担行為額]

【拡】　・「信州健康ゼロエネ住宅指針」に適合する住宅の新築又はリフォーム
【創】　　への補助
【地】　　 　　補助額　新築　　   ：  40～150万円
　　　　　 　　　　　　　　リフォーム： 上限100万円（部分改修の場合50万円）
【創】　・ゼロエネ住宅の住まい手・つくり手に向けた啓発
　　　　　　①住まい手の意識醸成
　　　　　　　　信州健康ゼロエネ住宅のメリットや各種支援制度の周知
　　　　　　②つくり手の技術力向上
　　　　　　　　指針を用いた講習会等を通じた技術力の底上げ
【創】　・信州健康ゼロエネ住宅の普及等に向け、高度な知識と経験を有す
  　　　　る者からの助言を得るための専門委員会の設置

　　　　・空き家対策セミナーの開催
　　　　・課題解決に取り組む市町村へ専門家を派遣
　　　　・既存住宅状況調査費用、既存住宅売買瑕疵保険料への補助

517,857 R３当初 201,092

◎ 快適な住まいづくりや、住宅・建築物の脱炭素化

増加する空き家の適正管理と円滑な流通を促進するため、専門家を派遣し、
市町村への技術的な支援を行うとともに、既存住宅状況調査（インスペクショ
ン）費用等への補助を行います。

*空き家等対策計画策定市町村の割合： 67.5％（2021年度見込）

信州健康ゼロエネ住宅普及
促進事業費

*信州健康ゼロエネ住宅 ： 全ての新築住宅におけるゼロエネルギー化（2030年度）

[182,500]

2,705 R３当初 3,237

 （「信州健康エコ住宅普及促進事業」を拡充し、「信州健康ゼロエネ住宅普及促進事
業」として新たに取り組みます。）

　　　　　　      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→68.8％（2022年度）

住宅分野における2050ゼロカーボンの実現のため、高い断熱性能を有するな
ど「信州健康ゼロエネ住宅指針」に適合した住まいづくりを地域の工務店と協
働して推進します。



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
（＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

18

[110901]

公営住宅室 R４要求
[債務負担行為額]

19

[111101]

リニア整備推進局 R４要求

　　　　・「リニアバレー構想」の実現に取り組む地域の団体等に、課題に応じた
　　　　　アドバイザーを派遣
　　　　・沿線県（山梨・岐阜）との広域二次交通や広域観光の連携について
　　　　　共同研究　等

5,413

2,186,374 R３当初 1,997,487
[388,150]

5,383 R３当初

*子育て世帯向けリノベーション整備： 8戸

県営住宅『５R』プロジェクト
推進事業費

住宅に困窮する所得の少ない方等に住まいを提供するため、県営住宅プラン
2021に基づく『５R』プロジェクトを推進します。
県営住宅の整備・改修に当たっては、安全・安心・快適な暮らしの確保に加
え、断熱性能の向上や効率性の高い建築設備の導入により、一層の省エネル
ギー化に取り組みます。

　リノベーション事業 《Renovation》
　　老朽化した中高層住宅を活用し、子育て世帯が安心して住める県営住宅
　　としてリノベーション
      ・リノベーション戸数　8戸

　リフォーム事業 《Reform》
　　浴室設備等の陳腐化が進む中高層住宅のバスリフォーム（ユニットバス化
　　や３点給湯設備の設置）
　　　・浴室設備等改修　240戸
　　ゼロカーボンに向け中層住宅の断熱性等の向上を図るゼロエネ・リフォーム
　　　・高断熱化等改修設計　３団地

　リニューアル事業 《Renewal》
　　今後も維持が必要な低層住宅を厳選してリニューアル（全面的リフォーム）
　　　・リニューアル戸数　9戸
　　エレベーター設備のない中層住宅をリニューアル（エレベーター設置）
　　　・エレベーター設置　１棟（50戸）
　
　建替事業 《Reconstruction》
　　将来の市町村移管の協議が整った団地での更なる省エネ化を図った建替
　　　・建替戸数　38戸（着手18戸、継続20戸）
　
　再編事業 《Restructuring》
　　居住環境の整った団地への集約・移転の促進、老朽化した住宅の除却と
　　土地の有効活用
　　　・集約・移転　110戸、除却　64戸

リニア中央新幹線の整備効果を広く県内に波及させ、地域の振興を図るた
め、多様な主体と連携し、リニア関連構想の実現に向けた検討、取組を進めま
す。

*中高層住宅エレベーター設備設置住戸： 28.3%（2021年度） → 33.2%（2030年度）

◎ 本州中央部広域交流圏の形成

*建替着手戸数： 18戸

リニア中央新幹線活用
地域振興事業費



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
（＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

20

[111101]

リニア整備推進局 R４要求

21

[110402]

道路建設課 R４要求
[債務負担行為額]

【地】

22

[110502]

河川課 R４要求

23

[110102]

技術管理室 R４要求

　　　　・水草除去などの水質浄化工法の実施

　　　　・建設系学科の高校生等が建設産業の魅力を体感するため、測量・設
  　　　　計・工事のプロセスを自ら実践する学びのフィールドを提供
　　　　・担い手の育成と就業後の離職防止を図るため、資格取得を支援する
  　　　　試験準備講座を実施

40,356 R３当初 59,123

◎ 水環境の保全

諏訪湖創生ビジョン推進
事業費

全国新幹線鉄道整備法に基づき、関係町村（大鹿村、豊丘村、喬木村、阿智
村、南木曽町）における用地取得事務の一部をＪＲ東海から受託し、用地交渉
や不動産鑑定等を行います。

「諏訪湖創生ビジョン」に掲げる「人と生き物が共存し、誰もが訪れたくなる諏訪
湖」を目指す取組を進めるため、水草除去等による水質改善や湖面の利活用
を図ります。

R３当初 2,501

*水草除去： 510t（2022年度）

*高校生の資格取得試験合格率：70%（2022年度）

産学官の連携強化により、建設産業の次世代を担う人材の確保・育成を推進
します。

◎ 建設産業の振興と人材の確保・育成

137,550 R３当初 221,550

2,501

リニア中央新幹線用地取得
事業費

地域高規格道路整備事業
費

1,156,500 R３当初 348,000
[59,000]

高規格幹線道路を補完し、地域の自立的発展や地域間の連携の支えとなる、
地域高規格道路の整備等を実施します。

　　　　・「伊那木曽連絡道路（姥神峠（延伸）工区）」の整備
　　　　・「松本糸魚川連絡道路」の整備に向けた調査等
　　　　・「上信自動車道」の整備に向けた調査等

建設産業の次世代を担う
人づくり推進事業費



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
（＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

24

[110801]

建築住宅課 R４要求

25 補助公共事業費
（一部再掲）

[110302][110303][110402]
[110501][110502][110503]
[110601][110702][110703]

R４要求
[債務負担行為額]

　　　　・優良な木造建築物への「“信州の木”建築賞」表彰
　　　　・中学校への大工技能者の派遣実習の実施

[74,697,048]

2,808 R３当初

安全・安心な県土づくりを進めるとともに、持続可能な地域づくりを実現するた
め、国の予算を活用した補助公共事業を行います。

“信州の木”のある暮らしの魅力を発信するため、優良な木造建築物の表彰、
木造建築の担い手確保に向けた啓発を行います。

道路管理課
道路建設課
河川課
砂防課
都市・まちづくり課

信州木のある暮らし推進
事業費

*大工技能者による派遣実習の実施　24クラス×32人（2022年度）

◎ 公共事業関係費

3,347

67,555,835 R３当初 60,261,043

要求額（千円） 主な路線・河川名

道 路 管 理 課 15,104,463
（国）151号、（国）406号、（主）下仁田臼
田線、（一）松本空港線

道 路 建 設 課 25,223,488
（国）153号、（国）361号、（主）飯島飯田
線、（一）上松南木曽線

河 川 課 9,732,760
（一）千曲川、（一）奈良井川、（一）浅
川、（一）北沢川、（一）諏訪湖

砂 防 課 11,936,424
（砂）岩下沢、（砂）本沢、（地）外沢、
（急）青木

都市・まちづくり課 5,558,700
(都)岩野二ツ柳線、(都)環状北線、(都）
東新町座光寺線、松本平広域公園

合 計 67,555,835

課　名



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
（＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

26 県単独公共事業費
（一部再掲）

[110302][110402][110501]
[110601][110702][110703]

R４要求
[債務負担行為額]

27 災害復旧事業費

河川課 R４要求
[債務負担行為額]

28 直轄事業負担金

建設政策課 R４要求

16,538,428 R３当初 16,595,127

20,291,761 R３当初 16,213,666

道路等の整備、河川等の浚渫、交通安全の確保など、県民生活の喫緊の課
題に対応するほか、観光地周辺の環境整備等のため、県単独の予算による事
業を行います。

9,437,790 R３当初 11,277,385
[685,099]

[2,458,000]

令和元年東日本台風や令和２年７月豪雨、令和３年８・９月大雨等の災害によ
り被災した公共土木施設の復旧事業を行います。

国が進める道路事業や河川事業、砂防事業等について、地元自治体として負
担金を支出します。

道路管理課
道路建設課
河川課
砂防課
都市・まちづくり課

要求額（千円） 主な路線・河川名

道 路 管 理 課 8,558,097
（国）141号、（国）148号、（主）諏訪白樺
湖小諸線、（一）奥志賀公園栄線

道 路 建 設 課 3,432,588
（一）矢沢真田線、（主）戸隠篠ノ井線、
（主）塩尻鍋割穂高線、（一）北林飯島線

河 川 課 3,490,091
（一）千曲川、（一）穂高川、（一）諏訪
湖、（一）犀川、（一）田川

砂 防 課 615,221
（砂）ヒライシ沢、（砂）柿沢川、
（地）下古沢、（急）県

都市・まちづくり課 442,431 (都)相生赤岩線、松本平広域公園

合 計 16,538,428

課　名

要求額（千円）

道 路 9,338,926

河 川 ・ ダ ム 6,235,338

砂 防 4,106,282

災 害 復 旧 611,215

合 計 20,291,761

区　　　分


